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１．イノベーションを巡る世界の動向と日本の立ち位置
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（１）産業

（議論のポイント）

 日本の産業競争力・産業構造の現状をどう評価するか。日本経済を支える強い産業が次々と生
まれているか。

 米、欧、中等の諸外国が国を挙げて取り組む中、日本は第4次産業革命という世界的な新潮流
に十分に対応できているか。

 こうした世界的な動向を踏まえ、日本の持つ強みを活かし、力を入れるべき分野はどこか。新たな
産業を創出するための課題は何か。
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（１）産業：国際市場における各国企業のポジション比較
 日本企業は素材など高シェア製品が多い（シェア60%以上が256製品）が、売上高が巨大
なのは自動車のみ。

バルーン数比較 日系 米国系 欧州系 中国系
売上高１兆円以上 23 (1) 30 (8) 20 (1) 27 (1) 

シェア60％以上 256 (0) 123 (14) 46 (1) 61 (1)
注1 （ ）内はIT関係、但し図には含まれない。
注2 調査対象の製品（モノ）総数は1214

（出典）日系企業のモノとITサービス・ソフトウェアの国際競争ポジションに関する情報収集, 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構, 2017年6月8日公開
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（２）技術

（議論のポイント）

 新たな産業を生み出していくためには、高い技術力が必要だが、日本の技術力をどう評価するか。
具体的評価方法は何か。大学、国研、企業といった各主体の取組みはどうか。分野毎の技術力
はどうか。

 技術開発を進めるための投資額（量）、進め方、効率性（質）をどう評価するか。

 技術開発を担う人材の量、レベルをどう評価するか。





10

（２）技術：研究開発投資（主要国の総額比較）
 日本の科学技術関係予算は、対GDP⽐は諸外国と遜色ない。

 一方、総額では米国、中国等と大きな差が開いている。

（出典）Main Science and Technology Indicators / Gross Domestic Expenditure 
on R&D-GERD (current PPP $), OECD, 2018年3月28日時点

（注）「合計」は、OECD加盟国並びにアルゼンチン、中国、ルーマニア、ロシア、シンガポール、南ア
及び台湾。ただし、2015年はシンガポールの、2016年はアルゼンチン、シンガポール及び南ア
のデータが欠落。

主要国の研究開発費総額の推移 主要国の研究開発費総額の
対GDP比率の推移

（出典）Main Science and Technology Indicators / GERD as a percentage 
of GDP, OECD, 2018年3月27日時点
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（２）技術：論文（量と質の国際比較）
 日本の論文数は、全体の中でシェアが低下（9.8%（00’）→ 5.5%（15’））

 質的指標であるTop10%論文シェアも大きく低下。中国が質量ともに顕著な向上を見せている
上、韓国も日本に迫る勢い。

（出典）科学技術指標2018, 科学技術・学術政策研究所, 調査資料-274, 2018年8月22日公表
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（２）技術：領域（注目領域への参画（高等教育における比較））
 日本の高等教育部⾨における研究開発費総額は、ドイツと遜色ない⽔準であるが、「国際的に
注目を集める研究領域」への参画数はドイツよりも少ないとの指摘もある。

（出典）財政制度分科会, 平成30年10月24日開催
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（２）技術：人材（流動性）
 5年前と⽐較すると、産業部⾨への新規採用が増加しているが、それぞれのセクター毎の人の移動

は低⽔準にとどまり、引き続き低い人材流動性となっている。

平成27（2015）年度末時点→平成28（2016）年度末時点

（出典）総務省科学技術研究調査を基に経済産業省作成。
（注１）平成28年度、29年度調査における「会社」を「企業」とみなして作成した。
（注２）転入・転出者数の集計に基づく各組織の研究者数の増減は、各組織の年度末研究者数の⽐較に基づく研究者数の増減とは一致しない。
（注３）図中の数値のうち円内は各セクターの年度末研究者数、矢印は各セクター間の研究者の移動（単位：人）。
（注４）図内の増加はプラス記号(＋)、減少はマイナス記号（ー）で示している。

平成22（2010）年度末時点→平成23（2011）年度末時点

(＋1,069)

(＋987)

(＋12,321)
(＋370)

(＋150)

(＋430)

(-1,926)

(＋190)

(＋147)

(＋59)

(＋5,478)

(＋5,684)

(＋530)

(＋467)
(-81)

(-42)

(-1,121)

(-158)

(-64)

(-90)



21

（２）技術：人材（研究者数）
 主要国の研究者数は、日本は各部門でほぼ横ばい。一方、中国等は急激に増加。

【図１】 主要国の研究者数の推移

※FTE：フルタイム雇用換算
※HC ：ヘッドカウント数

【図４】 主要国における企業部門の研究者数の推移【図３】 主要国における大学部門の研究者数の推移

【図２】 主要国における公的機関部門の研究者数の推移

（出典）科学技術指標2018, 科学技術・学術政策研究所, 調査資料-274, 2018年8月22日公表
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（２）技術：人材（博士）
 人口100万人あたりの博士号取得者数は、他国が順調に伸ばす中で日本だけ減少。

（出典）科学技術指標2018, 科学技術・学術政策研究所, 【図表3-4-3】 人口100万人当たりの博士号取得者数の国際⽐較, 2018年8月22日公表
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（２）技術：人材（若手）
 39歳以下の教員数⽐率は、ドイツと中国が最も高く、日本は低い。

 60歳以上の教員数⽐率は、日本が高い。

主要国の高等教育レベル(ISCEDレベル5～8)における教員の年齢階層構成

（出典）科学技術指標2018, 科学技術・学術政策研究所
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（３）戦略

（議論のポイント）

 中国、欧州等では、目指すべきビジョンを共有し、リソースの集中や戦略的なポートフォリオ配分を
行っている国もある中で、日本は2050年を見据えて何を目指すべきか。

 2050年に向けて、具体的に、どの分野やプレイヤーにリソースを割いていくべきか。企業や大学、国
研はそれぞれどのような役割・ミッションを担うべきか。

 イノベーションには教育、研究、ビジネス等の拠点の集積が有効ではないか。

 あわせて、地域イノベーションをどのように位置づけ、構築していくべきと考えるか。
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（３）戦略（中国）：中国製造2025
 ビジョンを共有し、リソースの集中や戦略的なポートフォリオ配分を行っている国もある。

 中国では、企業主体のイノベーション、コア技術の獲得等が課題。2025年を見据えた中国におけ
る製造業の発展戦略として、10大重点分野等を選出した「中国製造2025」を策定。

 2049年（中国建国100周年）までに製造業大国としての地位確立を目指す。当該戦略に基
づくモデルパークを通じてドイツなど諸外国との連携も進む。

重点１０分野における飛躍的発展の実現
1 次世代情報通信技術
2 先端デジタル制御工作機械とロボット
3 航空・宇宙設備
4 海洋建設機械・ハイテク船舶
5 先進軌道交通設備
6 省エネ・新エネルギー自動車
7 電力設備
8 農業用機械設備
9 新材料
10 バイオ医療・高性能医療器械

2025年
製造強国の仲間入り

2035年
世界の製造強国の中位へ

2049年
製造業大国としての地位確立

（参考）中国製造2025におけるモデルパークの形成

【中独ハイエンド設備製造産業パーク（瀋陽）】
・「中国製造2025」及び「独Industry 4.0」の戦略的試験地域。
・国務院の認可も取得済。中央政府が初めて認める中ー独
ハイエンド設備製造産業の協力プラットフォームに。

・ドイツ系企業132社が進出。BMW等も含まれる。
・面積は48平方km、核心エリアは20平方km。

中国国務院「『中国製造2025』に関する通知」より経済産業省作成
（出典）平成27年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業

（海外企業の技術⽔準・獲得状況等に関する調査）, 経済産業省
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（３）戦略：EU（Horizon2020）
 海外の主要国政府は、グローバルな研究リソース（技術、人材）を積極的に活用するグローバル

なオープンイノベーションを政府が先頭に立ち展開。オープンイノベーションにより、研究開発の効率
や質を高める競争が激化。

欧州委員会（EU）の研究枠組み計画
 1984年から公的資金により研究・開発をバックアップする仕組みを導入。
 5年～7年ごとに計画を作成し、徐々にその規模を拡充しており、第8次に相当する

最新の研究枠組み計画であるHorizon2020（2014年-2020年）が実行中で
ある。Horizon2020においては、プロジェクトの実施にあたって少なくとも3ヵ国からの
参加が求められる制度となっている。

 2018年6月には、次期枠組み計画案として『Horizon Europe（2021-2027、総額約1,000億ユーロ）』
が公表されている。

（出典）EU、JST資料より作成、第7回産業構造審議会産業技術環境分科会, 経済産業省, 2018.
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（３）戦略（日本）：統合イノベーション戦略
 日本では、2018年に統合イノベーション戦略を閣議決定。

 本戦略を元に、「世界で最もイノベーションに適した国」の実現に向けて取り組む。
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２．これまでの政策と評価
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3．これからの政策の方向性（案）
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３．これからの政策の方向性（案）
 以下が、取り組むべき政策の例。どのように優先順位をつけて取り組むべきか。

（政策A）産業技術インテリジェンス
NEDO/TSCを中心に産業技術情報の収集・分析力を高め、将来ビジョン、産業技術戦略を策定

（政策B）シーズ研究
次の産業やイノベーションの基となる技術シーズの発掘・育成を強化

（政策C）研究開発プロジェクト
シーズ発掘から産業化までを見据えたプロジェクト実施、環境・エネルギーなど中長期的なプロジェクトの推進

（政策D）オープンイノベーション
産学連携の深化、ナショナルプロジェクト等における海外との連携拡大

（政策E）人材育成
イノベーションに寄与する人材、高度なプロジェクトマネージメント人材

（政策F）企業、スタートアップによる挑戦
企業の行動変容、スタートアップエコシステムの構築
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（参考）分野によるイノベーションエコシステムの差異（イメージ）
 イノベーションの在り方は分野によって異なる面があることから、分野別にも検討を深めるべきか。

分野別の検討（例）

（1）データ／分野融合
 当面のイノベーションは、複数の技術やビジネスの融合によるものが多いと考えられ、分野融合、オープンイノベーションが必要。専

⾨分野に加え、IT、システム思考、デザイン思考等を修得した人材が必要。
 アジャイル型でオープンに開発を進めていくものも多く、海外の人材・技術の採用、迅速な資金調達・スケールアップなどが必要。
 世界のイノベーションエコシステムには、研究、ビジネス等の拠点の集積も見られる。日本においても、研究やビジネス等の集積を

PRし、投資拡大の機運を醸成することが重要。

（2）デバイス／コンピューティング
 特定の国・企業への技術・利益等の一極集中を回避すべき。
 IoT、AI、エッジ等のトレンド下における重要技術を特定し、研究開発・産業化で官民のリソースを協調すべき。

（3）ものづくり・サービス
 基礎研究の成果を迅速に産業化に結び付ける必要があり、TRL3～6（死の谷）を克服する橋渡し等が重要。
 ものづくりとサービスの連携が重要（売切りビジネスではなく、顧客と継続的に付き合うストックビジネス化など）。
 IoT化とデータの有効活用が重要。事業者連携（協調領域の明確化）、標準化、プラットフォーム化を目指すことも有効。
 ねじ、ばね、溶接、内燃機関など伝統的な技術の研究や標準も重要。

（4）エネルギー・環境
 研究開発～実証試験～社会実装～投資回収に長期間を要するものが多く、長期的視点での研究開発が必要。
 新たな技術の導入・産業化に向けて、国際的な制度、国の制度なども重要。
 国際貢献や、海外展開も重要。


